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広報 公 

0 小林俊哉 

を 活用した定量的 五大学研究 評 

( 北陸先端科学技術大学院大 ) , 緒方三郎 ( 未来工 研 ) 

はじめに 

おけら広報戦略策定の 
活用されてきた 広報公 

用いて、 所定期間 

に関する記事件数 
と 記事内容を基に 定 と 定性分析を実施した 

結果であ る。 その 結 @ こ 、 国立大学における 

達し、 それが大学 

い て考察するもの 

であ る。 

議決定された、 第 3 期 

「社会国民に 支持きれ 
に関する説明責任と 

一 3   

民 が互いに対話しながら、 国民の ニ一 

活動への一定規模 
導入を進める。 」と 

とであ る。 

者 自身の努力による 

l 詳細は文部科学 省 ホームページ 
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あ る。 しかし後者の 合は、 そのようなコントロ 

ールは困難であ る 2 。 実際 

って利益になるような 報 
者を巻き込んだ 不祥事が報 

究 者が受けるダ 
メージも大きい。 

こうした背景を 考えると、 今後アウトリーチを 

「広報分析」とほ、 元来企業のイメージ 調査を行 

う 為の一手法であ り " 実務レベルのマスメディアを 

対象とした企業ブランドイメージ 分析手法のことで 

あ る。 基本的にはテレビ。 ラジオ、 新聞、 雑誌、 

等 全てを扱 う 。 手法としてほ 例えば新聞記事の 

特定の対象企業についてどれだけの 量。 質の記事が 

掲載されているか 観察する。 

  ) 広報分析を用い 

本研究では、 新聞、 特に日刊全国紙を 広報分析の 
ツールとして 用いる。 新聞 は テレビ。 ラジオ。 

双方のソースになっており、 メジャー 笘紙 ㎝水経済 

新聞。 朝日新聞。 読売新聞。 毎日新節がほぼ 全国を 

2 実際には取材を 受ける側もパブリック。 リレーション 

) 活動を主体的に 遂行していくことによって、 
受動的な情報発信に、 あ る程度の能動性を 反映させる 
ことは可能であ る。 具体的な方法としては 報道機関へ 
のニュースリリースの 配布、 記者発表等があ る。 

網羅しているため 適切であ ると判断した。 

実際に全国で 発行される日刊紙は、 日本新聞協会 8 

0 発表に よ れば 舷ぁ 銭部 ( 平成 工 7 年立 

であ る。 日本国内の 3 世帯当たり 軋 

まれていることになる。 しかも新聞は 世帯 内 。 事業 

新 内で複数の人に 読まれていることが 多く、 実際の 

読者数 は 販売部数を大きく 上回る。 これを「回読人 
数」という。 同じく日本 

は日刊紙朝刊では 平均 卸 

読まれている ( 平成 17 

したがって。 この回読人数に 新聞の発行部数を 乗 

じることで。 その新聞の実質的な 読者への到達人数 

を 算出することができる。 上記の日刊紙の 発行部数 

刊と 夕刊の平均回読 

総人口を超えること ； 

からも分かる 通り。 新関 は 全国に深く浸透したメデ 

ィアであ ると言える。 

ほ じめに未来工学 宛所に委託して 薪閉 記事検索 
データベース 日経 二ュ L- ズ テレコン 

手による記事収集及び 内容分類を実 

調査対象としては 科研賛襄 
が 国立大学であ ることから、 先ず 旧 7 帝国大学 (d ヒ海 

道大学、 東北大学。 東京大学。 名古屋大学。 京都大 
学 、 大阪大学、 九州大判を選択した。 旧 7 帝大は 、 

国立大学の中でも 理科系か 文科系まで幅広い 学問 

分野をカバーしており。 教 員数、 学生数も多く。 

設立から現在までの 歴史が長いため 社会的な知 

が 元々高いと考え も る 。 そのため調査対象として 

適切であ ると判断し 

( 平成 3 年 ) から 2 

調査対象媒体 ( 日刊全国紙 ) は。 前述の通り日本 

経済新聞。 朝日新聞。 読売新聞。 毎日新聞の 4 紙 ( 朝 

刊と 夕刊を含む ) とした。 

以上の調査期間。 調査対象媒体を 基に先ず「大学」 

というキーワードで 日経ニュー ズ テレコン 21 を 使 

片 してキーワード 検索を実施した。 

次に北海道大学、 東北大学、 東京大学、 名古屋大 
学 、 京都大学、 大阪大学。 九州大学の旧 7 帝大の大 

s 日本新聞協会新聞。 広告 ヂ一タ ァ一ヵ イ ブ ょ   
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最初に「 大莉 というキープードの 記事総数 は調 

査 期間の掩年間に 約 万件存在することが 分かっ 

た 。 その内で。 旧 7 帝大の吾 

あ った。 これは極めて 膨大 

は 記事内容の定性的な 把握 

は 各大学に対して 肯定的な内容が 多いことが分かっ 

た   

各大学を対象とした 新聞記事内容の 傾向として。 
つに分類してプラスイメージとマイナスイ 

メ - ジの記事が存在していた。 大学イメージを 上昇 

に示すよう @ こ 、 9@ 、 経歴、 活動、 

価、 人事。 受賞、 所属。 舞台背景 

類 できることがわかった。 ここか 

評価に直接関係あ る項目として 

のプラスイメージ とは 。 組織的活動、 研究活動。 活 

一方大学イメージを 下降させる記事の 多くほ、 研 

関 。 研究者に関わる「不祥事」であ ることが分 

かった。 不祥事の内容をさらに 分析すると表 3 に赤 

貝。 大学関係者。 学生。 学生。 教 

員両方という 具合に当事者を 分類することができた。 

予備調査によって 得 旧 7 帝大の記事該当 

は約 人手による分類 は 困難 
を極 分類の必要があ り。 現 

在 そのためのツールとして「分類プロバラム」の 作 

成を行っている。 先ず ほ マイナスイメージとなる 記 

事を抽出し。 マイナスイメージの 成分構成からキー 

プードを用いることにした。 プロバラム内容として 

は。 記事タイトル、 本文から特定のキ - プードをチ 

ェック し 、 分類を行い。 単純集計を行うツールであ 

る。 今後は、 サンプルとなる 新聞記事を士 

成 中のプロバラムの 分類能力を， 浬能 評価していく 予 

定 であ る。 

この分類プロバラムを 作成しつつ。 様々な 

らの調査を行う 予定であ る。 

表 

一 334 一 



表 まれるキーロー 

構 威するギ一 つ一 
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